
第２章 公的年金

【１】 年金制度の概要 －年金担当―

１ 現在の年金制度

皆さんは、２つの公的年金制度と１つの公務員共済組合独自の年金制度の合計３つ

の年金制度に加入しています。 

１ 
国民年金 

(基礎年金)

全ての国民に共通する年金制度で１階部分と呼ばれます。昭和 61

年 4月 1日から「国民皆年金制度」が開始され、20歳から 60歳ま

での全国民に加入義務があります。 

２ 
厚生年金 

(被用者年金)

被用者（給与をもらい働く人）に共通する年金制度です。働いて

いた期間と報酬額に比例した年金が支給されます。 

国民年金に上乗せして支給されるため、２階部分と呼ばれます。

３ 
年金払い退職給付 

(退職等年金給付)

公務員独自の年金制度で、平成 27年 10月から開始した制度です。

新３階部分と呼ばれます。 

※平成 27 年 9 月までの期間については、旧共済年金制度の経過的職域加

算額として支給されます（旧３階部分）。 

【図１】現在の公的年金制度の体系 
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２ 年金の種類

（１） 1 階部分：基礎年金（国民年金）の給付の種類

名称 

種類 

国民年金

（基礎年金）
給付事由

老齢給付 老齢基礎年金

・65歳から給付 

・保険料納付期間が 480月（40年）であれば、 

 満額 795,000円です。 

障害給付 障害基礎年金

・障害基礎年金では、障害等級 １級～２級のみ 

障害基礎年金（１級）：993,750円 

障害基礎年金（２級）：795,000円 

加給年金（子のみ） 

 2人まで 1人につき ：228,700円 

 3人から 1人につき ： 76,200円 

遺族給付 遺族基礎年金

・遺族基礎年金では、子のいる配偶者又は子が対

象になります。 

（１）死亡した人の配偶者であって、（２）に該

当する子と生計を同じくしている人 

遺族基礎年金額：基本額 795,000円に子の

加算額を加えた額。子の加算額は、1 人目

と 2 人目の子はそれぞれ 228,700円、3人 

目以降は 1人につき 76,200円 

（２）死亡した人の子（18歳に達する年度末まで

の子又は障害等級 1～2級の障がいの状態

にある 20歳までの子） 

遺族基礎年金額：基本額 795,000円に、子が

2人以上のときは、2 人目の子は 228,700 円、

3 人目以降は 1 人につき 76,200 円の加算

額を加え、年金を受ける子の数で割った額 

（給付額は令和 5年 4月現在） 
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（２） ２階部分：厚生年金の給付の種類

名称 

種類 

厚生年金

（被用者年金）
給付事由

老齢給付 老齢厚生年金 受給資格を満たし、支給開始年齢に達したときに給付

障害給付
※在職中の病気

負傷により、障が

いの状態になっ

たとき

障害厚生年金
病気又は負傷した方が、障害等級１～３級の障害程度

にあると認められたときに給付 

障害手当金
初診日から 5年以内に治り、一定の障がい状態にある

と認められたときに給付（在職中でも受給可） 

遺族給付

※死亡したとき
遺族厚生年金

組合員又は組合員であった者が死亡したとき及び 

年金受給者が死亡したときに遺族に給付 

（３） ３階部分：年金払い退職給付の種類

名称 

種類 

年金払い退職給付

(退職等年金給付)
給付事由

老齢給付
退職年金

（有期部分と終身部分あり）

引き続く公務員共済組合の加入期間が

１年以上ある者が 65 歳に達し、かつ、公務

員を退職しているときに支給される年金 

遺族給付

遺族一時金

（有期部分の未支給期間分）

引き続く公務員共済組合の加入期間が

１年以上ある者又はあった者が死亡した

ときに遺族に支給される一時金 

公務遺族年金

（終身のみ）

公務による傷病（通勤災害は除く。）によ

り障がいの状態になったとき、障がいの状

態である間支給される年金 

ただし在職中（常勤公務員等一般組合員で

ある期間）は全額支給停止 

障害給付
公務障害年金

（終身のみ）

公務による傷病（通勤災害は除く。）によ

り死亡した場合、遺族に支給される年金 

３ 年金を決定・支給する実施機関

年金を決定・支給する組織を「実施機関」と呼びます。公務員の厚生年金は最後に

所属した共済組合が決定・支給します。各年金の実施機関は以下のとおりです。 

公的年金等
実施機関

（年金を決定・支給する組織）
加入者

３階
年金払い退職給付

( 退職等年金給付)

国家公務員共済組合

地方公務員共済組合

公務員厚生年金

加入者

２階
厚生年金

(被用者年金)

一般

厚生年金

日本年金機構

（ 年金事務所）

民間勤務や

臨時的任用職員

非常勤職員等

公務員

厚生年金

経過的 

職域加算額

を含む。 

国家公務員

共済組合
国家公務員

地方公務員

共済組合

公立学校共済組合 

市町村職員共済組合等 

地方公務員等

私学

厚生年金

私立学校振興

・共済事業団
私立学校教職員

１階
国民年金

(基礎年金)

日本年金機構

（年金事務所）

20 歳から 60 歳

の全国民

〇 厚生年金（被用者年金）は、それぞれの実施機関が決定・支給します。

　厚生年金保険に加入している 20 歳から 60 歳までの間は、同時に国民年金にも加入

していることになります。 
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（２） ２階部分：厚生年金の給付の種類
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【２】 今後の年金手続き等について －年金担当―
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暫定再任用職員

フルタイム
又は

短時間勤務

退職又は定年前再任用短時間
職員として勤務する場合は一
般組合員資格を喪失するため
年金待機者登録を行います。
（組合員の手続き不要）

Ｐ.25参照

・定年退職後、フルタイム
の暫定再任用職員として勤
務する場合は一般組合員の
資格が継続します。
（手続き不要）
・定年で退職又は短時間の
暫定再任用職員として勤務
する場合は年金待機者登録
を行います。
（組合員の手続き不要）

Ｐ.25参照

65歳から老齢厚生年金を請
求できます。
・老齢基礎年金（1階部分）

Ｐ.38参照

今後の年金関係の手続イメージ図

定
年
退
職
ま
で
引
続
き

常
勤
職
員

65歳到達

66歳

75歳

求できます。
・老齢基礎年金（1階部分）
・老齢厚生年金（2階部分）
・退職共済年金（旧3階部分）
・年金払い退職給付（新3階部分） Ｐ.31参照

Ｐ.27参照

Ｐ.40参照

年金が決定すると、年金決定通知書及び年金証書が届き
ます。
○年金の支給
・2，4，6，8，10，12月の年6回
・支給月の15日に前月と前々月の2か月分が支給
・15日が土曜日の場合は14日、日曜の場合は13日に支給

年金受給開始

繰
上
げ
請
求
可
能
期
間

繰
下
げ
請
求
可
能
期
間

A: 60歳以降の勤務形態による年金手続きフローチャート

はい
いいえ

B: 定年退職後の勤務形態による年金手続きフローチャート

定年退職までそのまま勤務を続けますか

B:定年退職後の勤務形態

年金待機者登録

（組合員の手続き不要）

再就職しますか

再就職先は？

①定年前再任用短時間勤務職員

②臨時的任用教職員又は非常勤教職員

③私立学校

④民間企業

⑤任期付職員

⑥国家公務員又は他の地方公務員（他支部含む）

再就職日は一日も空かず引

き続きますか

転出届書を提出してください
一般組合員の資格が継

続します。

再就職

定年退職後

しますか

①暫定再任用フルタイム勤務職員

②暫定再任用短時間勤務職員

③臨時的任用教職員又は非常勤教職員

年金待機者登録

（組合員の手続き不要）

①②③④

⑤⑥

⑥⑤

②③④⑤

Ｐ.25参照

Ｐ.25参照

Ｐ.25参照

①暫定再任用フルタイム勤務職員

②暫定再任用短時間勤務職員

③臨時的任用教職員又は非常勤教職員

④私立学校

⑤民間企業

⑥任期付職員

⑦国家公務員又は他の地方公務員

一般組合員の資格

が継続します。

（手続き不要）
再就職日は一日も空かず引き続きますか

転出届書を提出してください

②③④⑤

① ⑥⑦

Ｐ.25参照

⑦

⑥

再就職先は？

チャートへ

（他支部含む）

による年金手続きフロー
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【２】 今後の年金手続き等について －年金担当―
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資格が継続します。
（手続き不要）
・定年で退職又は短時間の
暫定再任用職員として勤務
する場合は年金待機者登録
を行います。
（組合員の手続き不要）

Ｐ.25参照

65歳から老齢厚生年金を請
求できます。
・老齢基礎年金（1階部分）

Ｐ.38参照

今後の年金関係の手続イメージ図

定
年
退
職
ま
で
引
続
き

常
勤
職
員

65歳到達

66歳

75歳

求できます。
・老齢基礎年金（1階部分）
・老齢厚生年金（2階部分）
・退職共済年金（旧3階部分）
・年金払い退職給付（新3階部分） Ｐ.31参照

Ｐ.27参照

Ｐ.40参照

年金が決定すると、年金決定通知書及び年金証書が届き
ます。
○年金の支給
・2，4，6，8，10，12月の年6回
・支給月の15日に前月と前々月の2か月分が支給
・15日が土曜日の場合は14日、日曜の場合は13日に支給

年金受給開始

繰
上
げ
請
求
可
能
期
間

繰
下
げ
請
求
可
能
期
間

A: 60歳以降の勤務形態による年金手続きフローチャート

はい
いいえ

B: 定年退職後の勤務形態による年金手続きフローチャート

定年退職までそのまま勤務を続けますか

B:定年退職後の勤務形態

年金待機者登録

（組合員の手続き不要）

再就職しますか

再就職先は？

①定年前再任用短時間勤務職員

②臨時的任用教職員又は非常勤教職員

③私立学校

④民間企業

⑤任期付職員

⑥国家公務員又は他の地方公務員（他支部含む）

再就職日は一日も空かず引

き続きますか

転出届書を提出してください
一般組合員の資格が継

続します。

再就職

定年退職後

しますか

①暫定再任用フルタイム勤務職員

②暫定再任用短時間勤務職員

③臨時的任用教職員又は非常勤教職員

年金待機者登録

（組合員の手続き不要）

①②③④

⑤⑥

⑥⑤

②③④⑤

Ｐ.25参照

Ｐ.25参照

Ｐ.25参照

①暫定再任用フルタイム勤務職員

②暫定再任用短時間勤務職員

③臨時的任用教職員又は非常勤教職員

④私立学校

⑤民間企業

⑥任期付職員

⑦国家公務員又は他の地方公務員

一般組合員の資格

が継続します。

（手続き不要）
再就職日は一日も空かず引き続きますか

転出届書を提出してください

②③④⑤

① ⑥⑦

Ｐ.25参照

⑦

⑥

再就職先は？

チャートへ

（他支部含む）

による年金手続きフロー
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１ ６０歳以降の年金関係の手続き

60歳以降の年金関係の続きについては、P23のイメージ図と P24のフローチャートを確認して

ください。 

（１）年金待機者登録

年金待機者登録とは、年金決定に必要な組合員期間中の年金記録（これまでの公務員期間や報酬

額情報等）を整備し、年金が決定されるまで「年金待機者」として登録することをいいます。手続

きについては、任命権者からの資格喪失情報の提供に基づき、事務を進めますので、原則、組合員

の皆さまからの手続きは不要です。

登録が完了すると、公立学校共済組合本部から自宅に「年金待機者登録通知書」とリーフレット

「年金待機者になられた皆さまへ」が送付されます。 

また、同時に年金待機者番号が付番されます。送付された通知書等は年金支給開始まで大切に保

管してください。 

（２）転出届について

退職後、引き続き、国や他の自治体に採用され、他府県の公立学校共済組合や他の公務員共済組

合に加入する場合は、退職日以後、共済組合に「転出届書」及び履歴書を提出してください。それ

により、新たに加入する共済組合に年金記録が引き継がれます。

※ 大阪支部で一般組合員（健康保険・年金とも公務員共済への加入）としての資格を喪失し、引き続き、他

支部、他共済で一般組合員資格を取得する場合のみが対象となります。臨時的任用職員、非常勤職員等の短

期組合員として採用される場合は、任命権者からの情報に基づき年金待機者登録を行います。 

（例）

勤 務 先 加入する共済組合 加入する年金制度 

知事部局への異動 地方職員共済組合へ転出 地共済厚生年金（第３号） 

他の都道府県の公立学校教職員 公立学校共済組合の他支部へ転出 地共済厚生年金（第３号） 

市町村の教育委員会等の職員 市町村職員共済組合へ転出 地共済厚生年金（第３号） 

大阪府警察本部に勤務 警察共済組合へ転出 地共済厚生年金（第３号） 

国立の学校教員等 国家公務員共済組合へ転出 国共済厚生年金（第２号） 

（３）履歴書の作成について

退職の際には、退職手当の請求や年金請求の手続きのための履歴書の作成、提出が必要になりま

す。 

履歴書の作成方法や部数、提出時期などについては任命権者により異なりますので、各市町村教

育委員会又は大阪府教育庁への退職手当の請求関係にあわせて作成していただき、各教育委員会等

からの通知にしたがって、提出してください。 

また、他共済や公立学校共済組合の他都道府県支部へ「転出」する場合も、履歴書の作成が必要

となります。（引き続くことで退職手当の支給がない場合、年金用の 2部のみ必要となります。） 

（４）国民年金への加入（配偶者）

組合員本人が退職又は 65 歳に到達したことにより、扶養されていた配偶者（20歳以上60歳未満

の者）は、国民年金第３号被保険者の資格を喪失することになります。

組合員が次に該当する場合、それぞれに記載の手続きをしてください。

　＜参考：P10「配偶者を扶養していた場合の手続きについて」＞

●退職後、年金制度に加入しない場合

扶養されていた配偶者（20 歳以上 60 歳未満の者）は、組合員の退職後、国民年金第１号

被保険者となり、国民年金第 3号から第 1号への種別変更の手続きが必要です。 

手続き☞ 住所地の市区町村の国民年金担当課 

●退職後、加入する厚生年金制度が変わる場合

組合員が退職して再就職後、加入する厚生年金制度が変わり、引き続き配偶者（20 歳以

上 60歳未満の者）を扶養する場合、新たに国民年金第 3号被保険者関係手続きが必要です。 

手続き☞ 再就職先の社会保険担当部署 

（退職前に 65 歳に到達した場合を含む。）
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１ ６０歳以降の年金関係の手続き

60歳以降の年金関係の続きについては、P23のイメージ図と P24のフローチャートを確認して

ください。 

（１）年金待機者登録

年金待機者登録とは、年金決定に必要な組合員期間中の年金記録（これまでの公務員期間や報酬

額情報等）を整備し、年金が決定されるまで「年金待機者」として登録することをいいます。手続

きについては、任命権者からの資格喪失情報の提供に基づき、事務を進めますので、原則、組合員

の皆さまからの手続きは不要です。

登録が完了すると、公立学校共済組合本部から自宅に「年金待機者登録通知書」とリーフレット

「年金待機者になられた皆さまへ」が送付されます。 

また、同時に年金待機者番号が付番されます。送付された通知書等は年金支給開始まで大切に保

管してください。 

（２）転出届について

退職後、引き続き、国や他の自治体に採用され、他府県の公立学校共済組合や他の公務員共済組

合に加入する場合は、退職日以後、共済組合に「転出届書」及び履歴書を提出してください。それ

により、新たに加入する共済組合に年金記録が引き継がれます。

※ 大阪支部で一般組合員（健康保険・年金とも公務員共済への加入）としての資格を喪失し、引き続き、他

支部、他共済で一般組合員資格を取得する場合のみが対象となります。臨時的任用職員、非常勤職員等の短

期組合員として採用される場合は、任命権者からの情報に基づき年金待機者登録を行います。 

（例）

勤 務 先 加入する共済組合 加入する年金制度 

知事部局への異動 地方職員共済組合へ転出 地共済厚生年金（第３号） 

他の都道府県の公立学校教職員 公立学校共済組合の他支部へ転出 地共済厚生年金（第３号） 

市町村の教育委員会等の職員 市町村職員共済組合へ転出 地共済厚生年金（第３号） 

大阪府警察本部に勤務 警察共済組合へ転出 地共済厚生年金（第３号） 

国立の学校教員等 国家公務員共済組合へ転出 国共済厚生年金（第２号） 

（３）履歴書の作成について

退職の際には、退職手当の請求や年金請求の手続きのための履歴書の作成、提出が必要になりま

す。 

履歴書の作成方法や部数、提出時期などについては任命権者により異なりますので、各市町村教

育委員会又は大阪府教育庁への退職手当の請求関係にあわせて作成していただき、各教育委員会等

からの通知にしたがって、提出してください。 

また、他共済や公立学校共済組合の他都道府県支部へ「転出」する場合も、履歴書の作成が必要

となります。（引き続くことで退職手当の支給がない場合、年金用の 2部のみ必要となります。） 

（４）国民年金への加入（配偶者）

組合員本人が退職又は 65 歳に到達したことにより、扶養されていた配偶者（20歳以上60歳未満

の者）は、国民年金第３号被保険者の資格を喪失することになります。

組合員が次に該当する場合、それぞれに記載の手続きをしてください。

　＜参考：P10「配偶者を扶養していた場合の手続きについて」＞

●退職後、年金制度に加入しない場合

扶養されていた配偶者（20 歳以上 60 歳未満の者）は、組合員の退職後、国民年金第１号

被保険者となり、国民年金第 3号から第 1号への種別変更の手続きが必要です。 

手続き☞ 住所地の市区町村の国民年金担当課 

●退職後、加入する厚生年金制度が変わる場合

組合員が退職して再就職後、加入する厚生年金制度が変わり、引き続き配偶者（20 歳以

上 60歳未満の者）を扶養する場合、新たに国民年金第 3号被保険者関係手続きが必要です。 

手続き☞ 再就職先の社会保険担当部署 

（退職前に 65 歳に到達した場合を含む。）
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２ ６５歳に到達した時

（１）老齢年金の受給開始年齢到達

老齢年金とは、ある一定の年齢に到達したときに支給される年金のことです。 

皆さんは 65歳から「老齢基礎年金」、「老齢厚生年金」、「退職共済年金（経過的職域加算額）」、

「年金払い退職給付」の合計４つの年金を受給することになります。 

3階部分 
退職共済年金(経過的職域加算額)

＜支給要件＞  

年金払い退職給付

＜支給要件＞  

2階部分
厚 生 年 金

（被用者年金） 

＜支給要件＞  

・公的年金制度の加入期間が 10年以上あること 

・厚生年金保険の加入期間が１月以上あること 

1階部分
国 民 年 金

（基礎年金） 

＜支給要件＞  

・公的年金制度の加入期間が 10年以上あること

公的年金制度の加入期間：すべての公的年金制度（国民年金や厚生年金等）の加入期間 

厚生年金保険の加入期間：すべての厚生年金保険の加入期間 

公務員共済組合加入期間：公務員厚生年金の加入期間 

　　  国家公務員 地方公務員

旧 3階部分

平成 27年 9月までの期間分 平成 27 年 10 月以降の期間分 

公的年金制度の加入期間 

厚生年金保険の加入期間

公務員共済の加入期間

20歳 X歳 

用語説明 

新 3階部分

民間企業

私学共済

・公的年金制度の加入期間が 10年以上あること

・平成 27年９月以前に引き続く公務員共済組合

の加入期間が１年以上あること

・引き続く公務員共済組合の加入期間が１年以上

あること

・公務員共済組合の一般組合員でないこと

学生

（国民年金）

（２）老齢年金の請求

年金を受け取るには、皆さん自身が請求を行う必要があります。 

請求書類は 65歳の誕生日前に最後に所属した実施機関（P22 参照）から送付されます。 

退職後に再就職すると、公立学校共済組合以外の実施機関から請求書類が送付される場合があり

ます。 

同封される案内を確認し、請求書類や添付書類を提出してください。 

年金は、その権利を有する者の請求に基づいて、実施機関が決定することに 

なっています。これを「請求主義」といいます（厚生年金保険法第 33 条）。 

受け取る権利（受給権）ができたときに自動的に始まるものではありません。 

皆さん自身が請求手続を行うことで、年金として受け取ることができます。 

65歳以上であることが要件の「老齢年金」も、請求をしないと年金は受け取

れません。 

年金の請求をせずに、年金を受け取る権利ができたときから５年を過ぎると、 

法律に基づき、５年以上前の分の年金については時効により受け取れなくなる場

合があります。早めに請求をお願いします。 

～ 請求しないと年金は受け取れません！ ～ 
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２ ６５歳に到達した時

（１）老齢年金の受給開始年齢到達

老齢年金とは、ある一定の年齢に到達したときに支給される年金のことです。 

皆さんは 65歳から「老齢基礎年金」、「老齢厚生年金」、「退職共済年金（経過的職域加算額）」、

「年金払い退職給付」の合計４つの年金を受給することになります。 

3階部分 
退職共済年金(経過的職域加算額)

＜支給要件＞  

年金払い退職給付

＜支給要件＞  

2階部分
厚 生 年 金

（被用者年金） 

＜支給要件＞  

・公的年金制度の加入期間が 10年以上あること 

・厚生年金保険の加入期間が１月以上あること 

1階部分
国 民 年 金

（基礎年金） 

＜支給要件＞  

・公的年金制度の加入期間が 10年以上あること

公的年金制度の加入期間：すべての公的年金制度（国民年金や厚生年金等）の加入期間 

厚生年金保険の加入期間：すべての厚生年金保険の加入期間 

公務員共済組合加入期間：公務員厚生年金の加入期間 

　　  国家公務員 地方公務員

旧 3階部分

平成 27年 9月までの期間分 平成 27 年 10 月以降の期間分 

公的年金制度の加入期間 

厚生年金保険の加入期間

公務員共済の加入期間

20歳 X歳 

用語説明 

新 3階部分

民間企業

私学共済

・公的年金制度の加入期間が 10年以上あること

・平成 27年９月以前に引き続く公務員共済組合

の加入期間が１年以上あること

・引き続く公務員共済組合の加入期間が１年以上

あること

・公務員共済組合の一般組合員でないこと

学生

（国民年金）

（２）老齢年金の請求

年金を受け取るには、皆さん自身が請求を行う必要があります。 

請求書類は 65歳の誕生日前に最後に所属した実施機関（P22 参照）から送付されます。 

退職後に再就職すると、公立学校共済組合以外の実施機関から請求書類が送付される場合があり

ます。 

同封される案内を確認し、請求書類や添付書類を提出してください。 

年金は、その権利を有する者の請求に基づいて、実施機関が決定することに 

なっています。これを「請求主義」といいます（厚生年金保険法第 33 条）。 

受け取る権利（受給権）ができたときに自動的に始まるものではありません。 

皆さん自身が請求手続を行うことで、年金として受け取ることができます。 

65歳以上であることが要件の「老齢年金」も、請求をしないと年金は受け取

れません。 

年金の請求をせずに、年金を受け取る権利ができたときから５年を過ぎると、 

法律に基づき、５年以上前の分の年金については時効により受け取れなくなる場

合があります。早めに請求をお願いします。 

～ 請求しないと年金は受け取れません！ ～ 
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737,031

1,401,670

18,561

220,242

2,377,504

１階部分（老齢基礎年金）見込額

２階部分（老齢厚生年金）見込額

旧３階部分（退職共済年金）見込額

合計 見込額

（３）年金の見込額を知る

年金額の計算方法は年金の種類により異なります。 

ここでは公立花子さんのケースを例に老齢年金の見込額を知る方法をご案内します。 

● ねんきん定期便を確認する

毎年１回、誕生月の月末に将来の年金見込額を記載した「ねんきん定期便」を送付します。  

35歳・45歳・59歳の「節目年齢」の方には封書で、それ以外の方には圧着ハガキで届きます。 

ねんきん定期便（サンプル）

・昭和 38年 5月生まれ 年度末 60 歳 

・20歳から就職までは国民年金に加入していない。 

国民年金未加入であった

ため年金の計算に含まれ

ない期間 

員務公方地生学

公務員共済加入期間 

ねんきん定期便で見込額の計算をする期間 

20歳 22歳就職

（昭和 61年 4 月） 

年度末 60歳 

（令和 6年 3 月） 

※ 昭和 61 年４月から国民皆年金制

度が開始されたため、昭和 61 年以前

の期間は国民年金に加入していない 

方が多くいます。 

公立 花子さんの場合 

加入期間：誕生日時点での加入期間
見込額：60歳まで勤めた場合の見込み額  
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737,031

1,401,670

18,561

220,242

2,377,504

１階部分（老齢基礎年金）見込額

２階部分（老齢厚生年金）見込額

旧３階部分（退職共済年金）見込額

合計 見込額

（３）年金の見込額を知る

年金額の計算方法は年金の種類により異なります。 

ここでは公立花子さんのケースを例に老齢年金の見込額を知る方法をご案内します。 

● ねんきん定期便を確認する

毎年１回、誕生月の月末に将来の年金見込額を記載した「ねんきん定期便」を送付します。  

35歳・45歳・59歳の「節目年齢」の方には封書で、それ以外の方には圧着ハガキで届きます。 

ねんきん定期便（サンプル）

・昭和 38年 5月生まれ 年度末 60 歳 

・20歳から就職までは国民年金に加入していない。 

国民年金未加入であった

ため年金の計算に含まれ

ない期間 

員務公方地生学

公務員共済加入期間 

ねんきん定期便で見込額の計算をする期間 

20歳 22歳就職

（昭和 61年 4 月） 

年度末 60歳 

（令和 6年 3 月） 

※ 昭和 61 年４月から国民皆年金制

度が開始されたため、昭和 61 年以前

の期間は国民年金に加入していない 

方が多くいます。 

公立 花子さんの場合 

加入期間：誕生日時点での加入期間
見込額：60歳まで勤めた場合の見込み額  

● 老齢年金の計算方法

１階部分老齢基礎年金（国民年金）

《計算方法》

20 歳から 60歳まで 40年間加入した場合、年金額は満額で 795,000 円/年(令和 5 年度)です。未加入の期間がある場合

は、加入月数に応じて年金額が計算されます。計算方法は以下のとおりです。 

● 加入月数は、次の①～③の期間を合計した期間となります。 

① 国民年金第１号被保険者：国民年金保険料納付期間、免除月数がある場合は全部又は一部免除に応じた割合の期間

が加算 

② 国民年金第２号被保険者： 20 歳から 60歳までの共済組合や厚生年金保険の加入期間 

③ 国民年金第３号被保険者： 昭和 61 年４月１日以降の国民年金第２号被保険者の被扶養配偶者の期間 

２階部分老齢厚生年金（被用者年金）

《計算方法》

報酬に比例し、平均標準報酬（月）額と加入期間に基づき算出されます。 

また、65歳到達時に一定の扶養家族(加給年金額対象者)がいる場合、加給年金額が加算されます。 

→ 加給年金額については P37

旧３階部分退職共済年金（経過的職域加算額）

《計算方法》

平成 27 年９月末日までの公務員共済組合の加入期間の報酬に比例し、平均給与（給料）月額と加入期間

に基づき算出されます。 

（注）２階部分（厚生年金）と併せて支給されるため、個別の請求書はありません。

          ＝ 795,000円（満額）× 
老齢基礎年金の額 

（令和５年度） 

加入月数 

４８０月（４０年間）

795,000円  ×               ＝ 737,031円 
４４５月（３７年１月）

４８０月（４０年間） 

学生期間は任意加入のため加入期間はなく、22歳から 60歳まで 37年１月(445 月)加入 公立花子さん

の場合
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● 給付算定基礎額残高通知書を確認する

毎年１回、７月下旬に前年度末における年金払い退職給付の「給付算定基礎額残高通知書」を自

宅に送付しています。支給額の参考にしてください。 

給付算定残高通知書

新３階部分年金払い退職給付（退職等年金給付）

《計算方法》

実際に支払った掛金や期間に応じた利子等を元に給付算定基礎額を算出し、実際に支給

される年金額を算出します。 

《給付の目安》

給付算定基礎額残高（A）約 482,000 円を 1/2ずつ支給 

有期退職年金  有期退職年金(年額) 終身退職年金(年額) 

241,000 円
① 20 年（240 月）：12,100 円

② 10 年（120 月）：24,100 円

③ 一時金：241,000 円

※100 円未満は四捨五入

9,200 円

金年職退身終

241,000 円

（ 4 年 4 年 3 月 )

様 （ ）

 月

 月

 月

 月

 月

 月

 月

 月

 月12 602000 9030 7 469970

10 280000 4200 7 456726

11 280000 4200 7 460933

8 280000 4200 0 448319

9 280000 4200 0 452519

0 430889

6 602000 9030 0 439919

7 280000 4200 0 444119

5 280000 4200

給付算定基礎額残高通知書

公立　太郎 単　位　円

月 ～

86841000000025

（入金）期月 ①標準報酬月額 ②付  与  額 ③ 利    息 ④給付算定基礎額残高

5

前年度末 422489

4 280000 4200 0 426689

 月

 月

 月

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩ 年 月

年 4 月 ～ 年 3 月 ％

％

年 4 月 ～ 年 9 月 ％

年 10 月 ～ 年 3 月 ％

作成 年 月 日

482592

基礎年金番号 9999999999 6 23

0.000
0.020

年 金 払 い 退 職 給 付 加 入 期 間

令和 4

令和

令和 4 令和 5

5

⑪

⑫ 基準利率（年率）

　＊標準報酬月額　欄には、同月に受けた期末手当等の額を含みます。

区　　分 給付算定基礎額残高 有期退職年金算定基礎額 終身退職年金算定基礎額

前 回 度 末 422489

7 6

付　  与　  率
1.500令和 5令和 4

付 与 額 累 計

令和 4

2 280000 4200 7 478384

3 280000 4200 8 482592

60060 － 　－
利 息 額 43
今 回 通 知 482592
給付算定基礎額等合計

1 280000 4200 7 474177

(A)
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● 給付算定基礎額残高通知書を確認する

毎年１回、７月下旬に前年度末における年金払い退職給付の「給付算定基礎額残高通知書」を自

宅に送付しています。支給額の参考にしてください。 

給付算定残高通知書

新３階部分年金払い退職給付（退職等年金給付）

《計算方法》

実際に支払った掛金や期間に応じた利子等を元に給付算定基礎額を算出し、実際に支給

される年金額を算出します。 

《給付の目安》

給付算定基礎額残高（A）約 482,000 円を 1/2ずつ支給 

有期退職年金  有期退職年金(年額) 終身退職年金(年額) 

241,000 円
① 20 年（240 月）：12,100 円

② 10 年（120 月）：24,100 円

③ 一時金：241,000 円

※100 円未満は四捨五入

9,200 円

金年職退身終

241,000 円

（ 4 年 4 年 3 月 )

様 （ ）

 月

 月

 月

 月

 月

 月

 月

 月

 月12 602000 9030 7 469970

10 280000 4200 7 456726

11 280000 4200 7 460933

8 280000 4200 0 448319

9 280000 4200 0 452519

0 430889

6 602000 9030 0 439919

7 280000 4200 0 444119

5 280000 4200

給付算定基礎額残高通知書

公立　太郎 単　位　円

月 ～

86841000000025

（入金）期月 ①標準報酬月額 ②付  与  額 ③ 利    息 ④給付算定基礎額残高

5

前年度末 422489

4 280000 4200 0 426689

 月

 月

 月

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩ 年 月

年 4 月 ～ 年 3 月 ％

％

年 4 月 ～ 年 9 月 ％

年 10 月 ～ 年 3 月 ％

作成 年 月 日

482592

基礎年金番号 9999999999 6 23

0.000
0.020

年 金 払 い 退 職 給 付 加 入 期 間

令和 4

令和

令和 4 令和 5

5

⑪

⑫ 基準利率（年率）

　＊標準報酬月額　欄には、同月に受けた期末手当等の額を含みます。

区　　分 給付算定基礎額残高 有期退職年金算定基礎額 終身退職年金算定基礎額

前 回 度 末 422489

7 6

付　  与　  率
1.500令和 5令和 4

付 与 額 累 計

令和 4

2 280000 4200 7 478384

3 280000 4200 8 482592

60060 － 　－
利 息 額 43
今 回 通 知 482592
給付算定基礎額等合計

1 280000 4200 7 474177

(A)

 

《受取方法》

有期年金と終身年金に分かれており、有期年金の受取方法が選択できます。 

● 支給開始：65歳（60歳から繰上げ可能） 

● 半分は有期年金（①20年、②10年、③一時金から選択）、半分は終身年金として支給されます。 

※一時金を希望した場合、添付書類として退職手当の源泉徴収票が必要になる場合があります。 

① 20 年                        ② 10 年     ③ 一時金 

                       または または 

※組合員期間が 10 年未満の場合は、それぞれ半分ではなく 4 分の１  

※受給者が死亡した場合、終身部分は終了し、有期部分の未支給期間分は遺族に一時金として支給 

終身年金 

有期年金（20年） 

終身年金 

有期年金 

（10年）

終身年金 

平成 27年 10月の年金一元化で、共済年金独自の３階部分「職域年金相当部分」は

廃止され、新たに「年金払い退職給付」が創設されました。 

65 歳に到達して年金が支給されるときには、旧３階部分「職域年金相当部分」は、

「退職共済年金（経過的職域加算額）」として平成 27年９月以前の加入期間に応じて

支給され、「年金払い退職給付」は、平成 27 年 10 月以降の加入期間に応じて支給さ

れます。 

一元化前に受給の権利が発生する老齢年金

※1「職域年金相当部分」は平成 27 年９月以前の加入期間に応じて、「退職共済年金（経過的職域加算額）」とし

て 65 歳から支給されます。 

※2 「年金払い退職給付」は、平成 27年 10月以降の加入期間に応じて 65 歳から支給されます。 

3 階部分 （職域年金相当部分）
退職共済年金

（経過的職域加算額※１）

2 階部分 （厚生年金相当部分） 厚生年金（被用者年金）

1 階部分 国民年金（基礎年金） 国民年金（基礎年金）

平成27年 10月以降の期間の 3階部分は、

年金払い退職給付※２ となります。 

名前は変わ

りますが、 

２階部分の

給付内容は 

一元化前と

同じです。 

平成 27 年 9 月までの期間分

なぜ 3 階部分だけ年金制度が新旧２つあるの？

一元化以降に受給の権利が発生する老齢年金
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３ 年金受給開始とその後

（１）年金の決定

公立学校共済組合で年金が決定すると、年金証書と支給日が記載された年金決定通知書が自宅に

届きます。初回の支給は、請求からおおむね４～６か月後になります。

年金証書は再就職した時等に必要となることがあるため、大切に保管してください。 

（２）年金の支給

支給は 2・4・6・8・10・12 月の年６回です。  

原則として支給月の 15 日（土曜日のときは 14 日、日曜日のときは 13 日）に、支給月の前月と

前々月の２か月分が後払いで支給されます。  

公立学校共済組合と日本年金機構など、別の実施機関から年金を受給している場合、年金はそれ

ぞれの実施機関から別々に振込まれます。 

【例】昭和 38年７月 20日生まれ共済次郎さんの場合 

老齢年金を受給する権利が発生する日は？

・次郎さんの場合は、令和 10年７月 19 日が受給権発生日 

老齢年金は 65歳から受け取ることができます。老齢年金を受給する権利が発生す 

る日を「受給権発生日」と呼びます。 

老齢年金の受給権発生日は 65歳の誕生日の前日です。 

年金が支給されるのはいつから？

・次郎さんの場合は、8・9月分の年金が、令和 10年 10月 15 日以降に支給 

年金は、受給権発生日の翌月分からが支給の対象となります。 

年金を新規に決定する場合は提出された請求書類に不備等がない場合、受付から

決定までにおおむね４～６か月程度審査等に時間を要します。

決定後に年金証書で決定額等を通知し、受給権発生日の翌月分から決定時点まで 

の支給分がまとめて支給されます。 

※老齢年金の受給権発生日は 65歳の誕生日の前日、年金支給は受給権発生日の翌月分からです。1 日生まれの人の

受給権発生日は、誕生日前月の末日となるため、1 日生まれの人に限っては、誕生月から老齢年金の支給対象と

なります。 

年金って「いつから」、「どうやって」支給されるの？

（３）年金に係る税金について

●所得税

   老齢厚生年金は、所得税法上、雑所得として課税され、年金の支給のつど所得税額が源泉徴収

されます。この税額の求め方は、次のとおりです。 

 なお、障害厚生年金、遺族厚生年金は非課税です。 

所得税額 ＝（ 年金の支給額 － 控除額 ）× 5.105％ (注)

控除額 ＝（ 基礎的控除額＋人的控除額）× 支給月数

    (注)所得税の税率は一律 5.105％となります。税率（5.105％）は、所得税率（5％）に復興特

別所得税率を加算したものです。 

●住民税

　住民税は、公的年金から特別徴収（天引き）されます（65歳以上）。

老齢厚生年金を受給されている方は、日本年金機構から支給される老齢基礎年金から特別徴収

されます。 

【 特別徴収の仕組み 】

年金から徴収する住民税の額は、市区町村において算定し、市区町村からの依頼により年金か

ら徴収して納付します。 

※ 年金請求時の「公的年金等の受給者の扶養親族等申告書」の提出により、各種控除〔配

偶者控除・扶養控除・障害者控除・寡婦（夫）控除〕を受けることができます。 

ただし、在職中の方は、給料の年末調整の「給与所得者の扶養控除等（異動）申告書」

の方を提出してください。 

課税対象となる年金の受給者には、毎年 10月に翌年分の「公的年金等の受給者の扶養

親族等申告書」が送られてきますので、ご確認ください。 
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３ 年金受給開始とその後

（１）年金の決定

公立学校共済組合で年金が決定すると、年金証書と支給日が記載された年金決定通知書が自宅に

届きます。初回の支給は、請求からおおむね４～６か月後になります。

年金証書は再就職した時等に必要となることがあるため、大切に保管してください。 

（２）年金の支給

支給は 2・4・6・8・10・12 月の年６回です。  

原則として支給月の 15 日（土曜日のときは 14 日、日曜日のときは 13 日）に、支給月の前月と

前々月の２か月分が後払いで支給されます。  

公立学校共済組合と日本年金機構など、別の実施機関から年金を受給している場合、年金はそれ

ぞれの実施機関から別々に振込まれます。 

【例】昭和 38年７月 20日生まれ共済次郎さんの場合 

老齢年金を受給する権利が発生する日は？

・次郎さんの場合は、令和 10年７月 19 日が受給権発生日 

老齢年金は 65歳から受け取ることができます。老齢年金を受給する権利が発生す 

る日を「受給権発生日」と呼びます。 

老齢年金の受給権発生日は 65歳の誕生日の前日です。 

年金が支給されるのはいつから？

・次郎さんの場合は、8・9月分の年金が、令和 10年 10月 15 日以降に支給 

年金は、受給権発生日の翌月分からが支給の対象となります。 

年金を新規に決定する場合は提出された請求書類に不備等がない場合、受付から

決定までにおおむね４～６か月程度審査等に時間を要します。

決定後に年金証書で決定額等を通知し、受給権発生日の翌月分から決定時点まで 

の支給分がまとめて支給されます。 

※老齢年金の受給権発生日は 65歳の誕生日の前日、年金支給は受給権発生日の翌月分からです。1 日生まれの人の

受給権発生日は、誕生日前月の末日となるため、1 日生まれの人に限っては、誕生月から老齢年金の支給対象と

なります。 

年金って「いつから」、「どうやって」支給されるの？

（３）年金に係る税金について

●所得税

   老齢厚生年金は、所得税法上、雑所得として課税され、年金の支給のつど所得税額が源泉徴収

されます。この税額の求め方は、次のとおりです。 

 なお、障害厚生年金、遺族厚生年金は非課税です。 

所得税額 ＝（ 年金の支給額 － 控除額 ）× 5.105％ (注)

控除額 ＝（ 基礎的控除額＋人的控除額）× 支給月数

    (注)所得税の税率は一律 5.105％となります。税率（5.105％）は、所得税率（5％）に復興特

別所得税率を加算したものです。 

●住民税

　住民税は、公的年金から特別徴収（天引き）されます（65歳以上）。

老齢厚生年金を受給されている方は、日本年金機構から支給される老齢基礎年金から特別徴収

されます。 

【 特別徴収の仕組み 】

年金から徴収する住民税の額は、市区町村において算定し、市区町村からの依頼により年金か

ら徴収して納付します。 

※ 年金請求時の「公的年金等の受給者の扶養親族等申告書」の提出により、各種控除〔配

偶者控除・扶養控除・障害者控除・寡婦（夫）控除〕を受けることができます。 

ただし、在職中の方は、給料の年末調整の「給与所得者の扶養控除等（異動）申告書」

の方を提出してください。 

課税対象となる年金の受給者には、毎年 10月に翌年分の「公的年金等の受給者の扶養

親族等申告書」が送られてきますので、ご確認ください。 
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４ 年金受給後に勤務をしていた場合

65歳到達以降も再任用フルタイムとして引き続き公立学校共済組合員だった場合の年金の

諸制度等を説明します。 

（１）老齢厚生年金の支給調整

老齢年金受給権発生後に、再任用フルタイム勤務等、厚生年金に加入する働き方をしていた

場合、収入月額によって厚生年金の全額または一部が支給停止となることがあります。

詳細については、在職中の収入月額による厚生年金の支給調整（P43）をご参照ください。 

（２）退職時の年金関係手続き

【令和 10年 5 月に 65 歳を迎える場合】

在職中の収入額により、年金に支給

の調整や停止がかかっています。

再任用フルタイム

年金額の決定 年金の在職停止解除 

令和 10年 5月 令和 11年 3月末

65 歳 退職

4 月分から年金が

支給されます

任用

年金支給

厚生年金の支給調整の解除は、4月分の年金からです。 

通常、4・5月分の年金は 6月に支給されますが、年度末に退職する場合、支給元である

公立学校共済組合本部が全国一律で退職改定処理を行う関係で、例年 8月定期支給以降の

支給となっているのが現状です。 

詳細は、退職が迫った時期に本部からお知らせがあると思いますが、退職後の年金支給は、

処理の都合上 8月になる可能性があることをご承知おきください。 

（支給開始は 8月頃） 

　老齢年金受給権者が退職した（する）場合「退職・資格変動調査票」を大阪支部年金グループ

に提出してください。

　年金の在職による支給停止の解除及び 65 歳以降に勤務していた期間と給料情報を年金額に

反映する手続きを行います（退職改定処理）。

　「退職・資格変動調査票」の提出後は、退職改定の手続きが完了するまで、しばらくお待ち

ください。

テレビや新聞で「年金額が減額されます。」といったニュースを見聞きされた方

も多いのではないでしょうか？  

基礎年金は加入月数・厚生年金は被用者期間の報酬情報に基づいて年金額が決定

しておりますが、前年の物価や賃金の変動に応じて毎年度年金額を改定（増額又は

減額）することとされています。 

（令和 4年度は 0.4％減額、令和 5年度は 2.2％増額 ※67歳以下） 

公的年金制度とは、個々の国民生活の安定を損なう老齢、障害及び死亡という事

故による経済的損失を補うことにより、生活の安定と福祉の向上を図ることを目的

としておりますが、現役世代の保険料負担で高齢者世代を支えるという世代と世代

の支えあいによって成り立っている制度です。 

基礎・厚生年金は、現役世代が納めた掛金を、受給者の皆様が受け取る賦課方式

となっております（年金払い退職給付は積立方式）。 

それに伴い、賃金変動率（現役世代の負担能力）やマクロ経済スライド（年金給

付水準を自動的に調整する仕組み） に基づいた年金額改定が毎年度行われている

のです。 

～年金額は変動するって本当！？～

－ 35 － － 36 －

第
２
章　

公
的
年
金



テレビや新聞で「年金額が減額されます。」といったニュースを見聞きされた方

も多いのではないでしょうか？  

基礎年金は加入月数・厚生年金は被用者期間の報酬情報に基づいて年金額が決定

しておりますが、前年の物価や賃金の変動に応じて毎年度年金額を改定（増額又は

減額）することとされています。 

（令和 4年度は 0.4％減額、令和 5年度は 2.2％増額 ※67歳以下） 

公的年金制度とは、個々の国民生活の安定を損なう老齢、障害及び死亡という事

故による経済的損失を補うことにより、生活の安定と福祉の向上を図ることを目的

としておりますが、現役世代の保険料負担で高齢者世代を支えるという世代と世代

の支えあいによって成り立っている制度です。 

基礎・厚生年金は、現役世代が納めた掛金を、受給者の皆様が受け取る賦課方式

となっております（年金払い退職給付は積立方式）。 

それに伴い、賃金変動率（現役世代の負担能力）やマクロ経済スライド（年金給

付水準を自動的に調整する仕組み） に基づいた年金額改定が毎年度行われている

のです。 

～年金額は変動するって本当！？～
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【３】知っておきたい老齢年金の各制度 ―年金担当―

老齢年金には、本人の申出や特定の条件に該当する場合に適用される制度があります。 

１ 加給年金額

加給年金額は 65 歳到達時、以下のア、イ両方の要件に当てはまる場合に、２階部分の老齢厚生

年金に加算して支給されます。繰下げを選択している間は支給されません。 

加給年金額の支給要件

ア 年金受給者の厚生年金（第 1号～第 4号）の加入期間が 20年以上 

イ 65歳から支給される「老齢厚生年金」の受給権発生時に生計を共にする加給年金額

対象者がいる（下表参照）  

【加給年金額対象者】

加給年金 

額対象者 
年齢要件 収入要件 

加給年金額 

（令和 5年度） 

配偶者 65 歳未満 

恒常的収入が年額 850

万円未満又は所得が

655.5万円未満（※２）

（※２）おおむね５年

以内に定年等の理由で

収入が上記の額を下回

る見込みの場合は該当 

397,500 円/年 

子 

・18 歳に達する日以後

の最初の 3月 31日ま

での間にある子  

・20 歳未満で障害等級

が１～２級に該当す

る障害状態にある子

2 人まで 1 人につき 

228,700 円/年  

3 人目から 1 人につき

76,200 円/年 

○加給年金額は、皆さんが 65歳になった時、生計を同じくする配偶者または子がいる

場合等に加算されます。 

（※１）健康保険の被扶養者認定又は税法上の被扶養者との関連はありません。 

○加給年金の停止について 

 以下の条件にあたる場合は、支給が停止されます。 

（１） 加給年金額対象者が 20年以上の加入期間を有する老齢厚生年金の受給権を有したとき

（特別支給含む）又は障害を事由とする年金を受けた場合。 

（２） 再就職などで厚生年金（第 1号～第 4号）に加入となって、皆さん自身の年金が全額支

給停止となった場合。 

（※１） 

２ ６０歳からの繰上げ

老齢年金は、受給開始を早めることができます（繰上げ）。   

老齢年金は 65歳から受給開始ですが、繰上げして 60歳 

以降の希望する月から受給することができます。 

ただし、繰り上げると年金額は１月あたり 0.4％の割合で 

減額され、受け取る年金は生涯減額されたままになります。 

その他にも制約事項がありますので、希望する方はよく検 

討してから請求してください。 

※繰上げ請求を希望する方は、大阪支部年金グループ 

（Tel06-6941-2864）までご連絡ください。 

繰上げ期間 減額率 

５年（60月） 24％ 

４年（48月） 19.2％ 

３年（36月） 14.4％ 

２年（24月） 9.6％ 

１年（12月） 4.8％ 

【例】60歳で繰上げ請求する場合

国民年金、一般厚生年金、私学厚生年金など、65 歳から受給する全ての公的年金の老

齢年金を同時に繰り上げることが条件となります。 

                24%減額＝５年繰上げ 0.4%×60 月 

65 歳  60 歳 61 歳 62 歳 63 歳 64 歳 65 歳 

老齢厚生年金 
繰上げ支給の老齢厚生年金 

老齢基礎年金 
繰上げ支給の老齢基礎年金 

                24％減額＝５年繰上げ 0.4%×60 月

【繰上げを行った場合の制約事項】 

① 繰上げ支給により減額された年金は生涯にわたって続きます。このため受け取る期間の長短により、

繰上げ請求しない場合よりも受け取る総額が減少する場合があります。 

② 繰上げ請求を行った後に、取り消しをすることはできません。 

③ 繰上げ請求を行った後は、障害基礎（共済・厚生）年金に関する以下の請求等ができなくなります。

ア 事後重症などによる障害基礎（共済・厚生）年金の請求 

イ 繰上げ請求を行った後に初診日がある障害基礎年金の請求 

ウ ３級の障害共済（厚生）年金を受給している方の障害の程度が増進した場合の改定請求 

④ 繰上げ請求を行った後に、国民年金の寡婦年金※を請求することはできません。また、すでに寡婦

年金を受給している方については、寡婦年金の権利はなくなります。 

⑤ 繰上げ請求を行った後に、国民年金の任意加入被保険者になることはできません。 

⑥ 繰上げ請求を行った後に、以下に該当する場合は繰上げ支給の老齢厚生年金の一部（又は全部）が

支給停止となる場合があります。

ア 厚生年金保険又は私立学校教職員共済制度に加入した場合 

イ 常勤の公務員として再就職し、共済組合の組合員となった場合 

ウ 雇用保険の基本手当を受給する場合 

エ 障害基礎（共済・厚生）年金・遺族基礎（共済・厚生）年金の受給権がある場合 

※寡婦年金＝国民年金第１号被保険者としての保険料納付済み期間等が 25年以上ある夫が年金を受

けずに死亡した場合に、10年以上婚姻関係があった妻に 60 歳から 65 歳までの間支給されるもの 
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【３】知っておきたい老齢年金の各制度 ―年金担当―

老齢年金には、本人の申出や特定の条件に該当する場合に適用される制度があります。 

１ 加給年金額

加給年金額は 65 歳到達時、以下のア、イ両方の要件に当てはまる場合に、２階部分の老齢厚生

年金に加算して支給されます。繰下げを選択している間は支給されません。 

加給年金額の支給要件

ア 年金受給者の厚生年金（第 1号～第 4号）の加入期間が 20年以上 

イ 65歳から支給される「老齢厚生年金」の受給権発生時に生計を共にする加給年金額

対象者がいる（下表参照）  

【加給年金額対象者】

加給年金 

額対象者 
年齢要件 収入要件 

加給年金額 

（令和 5年度） 

配偶者 65 歳未満 

恒常的収入が年額 850

万円未満又は所得が

655.5万円未満（※２）

（※２）おおむね５年

以内に定年等の理由で

収入が上記の額を下回

る見込みの場合は該当 

397,500 円/年 

子 

・18 歳に達する日以後

の最初の 3月 31日ま

での間にある子  

・20 歳未満で障害等級

が１～２級に該当す

る障害状態にある子

2 人まで 1 人につき 

228,700 円/年  

3 人目から 1 人につき

76,200 円/年 

○加給年金額は、皆さんが 65歳になった時、生計を同じくする配偶者または子がいる

場合等に加算されます。 

（※１）健康保険の被扶養者認定又は税法上の被扶養者との関連はありません。 

○加給年金の停止について 

 以下の条件にあたる場合は、支給が停止されます。 

（１） 加給年金額対象者が 20年以上の加入期間を有する老齢厚生年金の受給権を有したとき

（特別支給含む）又は障害を事由とする年金を受けた場合。 

（２） 再就職などで厚生年金（第 1号～第 4号）に加入となって、皆さん自身の年金が全額支

給停止となった場合。 

（※１） 

２ ６０歳からの繰上げ

老齢年金は、受給開始を早めることができます（繰上げ）。   

老齢年金は 65歳から受給開始ですが、繰上げして 60歳 

以降の希望する月から受給することができます。 

ただし、繰り上げると年金額は１月あたり 0.4％の割合で 

減額され、受け取る年金は生涯減額されたままになります。 

その他にも制約事項がありますので、希望する方はよく検 

討してから請求してください。 

※繰上げ請求を希望する方は、大阪支部年金グループ 

（Tel06-6941-2864）までご連絡ください。 

繰上げ期間 減額率 

５年（60月） 24％ 

４年（48月） 19.2％ 

３年（36月） 14.4％ 

２年（24月） 9.6％ 

１年（12月） 4.8％ 

【例】60歳で繰上げ請求する場合

国民年金、一般厚生年金、私学厚生年金など、65 歳から受給する全ての公的年金の老

齢年金を同時に繰り上げることが条件となります。 

                24%減額＝５年繰上げ 0.4%×60 月 

65 歳  60 歳 61 歳 62 歳 63 歳 64 歳 65 歳 

老齢厚生年金 
繰上げ支給の老齢厚生年金 

老齢基礎年金 
繰上げ支給の老齢基礎年金 

                24％減額＝５年繰上げ 0.4%×60 月

【繰上げを行った場合の制約事項】 

① 繰上げ支給により減額された年金は生涯にわたって続きます。このため受け取る期間の長短により、

繰上げ請求しない場合よりも受け取る総額が減少する場合があります。 

② 繰上げ請求を行った後に、取り消しをすることはできません。 

③ 繰上げ請求を行った後は、障害基礎（共済・厚生）年金に関する以下の請求等ができなくなります。

ア 事後重症などによる障害基礎（共済・厚生）年金の請求 

イ 繰上げ請求を行った後に初診日がある障害基礎年金の請求 

ウ ３級の障害共済（厚生）年金を受給している方の障害の程度が増進した場合の改定請求 

④ 繰上げ請求を行った後に、国民年金の寡婦年金※を請求することはできません。また、すでに寡婦

年金を受給している方については、寡婦年金の権利はなくなります。 

⑤ 繰上げ請求を行った後に、国民年金の任意加入被保険者になることはできません。 

⑥ 繰上げ請求を行った後に、以下に該当する場合は繰上げ支給の老齢厚生年金の一部（又は全部）が

支給停止となる場合があります。

ア 厚生年金保険又は私立学校教職員共済制度に加入した場合 

イ 常勤の公務員として再就職し、共済組合の組合員となった場合 

ウ 雇用保険の基本手当を受給する場合 

エ 障害基礎（共済・厚生）年金・遺族基礎（共済・厚生）年金の受給権がある場合 

※寡婦年金＝国民年金第１号被保険者としての保険料納付済み期間等が 25年以上ある夫が年金を受

けずに死亡した場合に、10年以上婚姻関係があった妻に 60 歳から 65 歳までの間支給されるもの 
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〔参考〕老齢基礎年金繰上げ受給・受取り総額（受給額）

20歳から 60歳までの 40年間保険料を納め、満額 795,000円受け取るものとして計算 

（注）表中の年金額は、支給開始年齢到達日（誕生日の前日）の属する月に繰上げ請求した減額率に 

より計算しています。（円未満四捨五入）  

実際には、請求した月に応じて、上の式で計算された減額率によって老齢基礎年金が減額されます。 

減額率＝0.4％×繰上げ請求月から 65歳になる月の前月までの月数 

60歳 61歳 62歳 63歳 64歳 65歳
76.0% 80.8% 85.6% 90.4% 95.2% 100%

60 歳時 604,200
61 歳時 1,208,400 642,360
62 歳時 1,812,600 1,284,720 680,520
63 歳時 2,416,800 1,927,080 1,361,040 718,680
64 歳時 3,021,000 2,569,440 2,041,560 1,437,360 756,840
65 歳時 3,625,200 3,211,800 2,722,080 2,156,040 1,513,680 795,000
66 歳時 4,229,400 3,854,160 3,402,600 2,874,720 2,270,520 1,590,000
67 歳時 4,833,600 4,496,520 4,083,120 3,593,400 3,027,360 2,385,000
68 歳時 5,437,800 5,138,880 4,763,640 4,312,080 3,784,200 3,180,000
69 歳時 6,042,000 5,781,240 5,444,160 5,030,760 4,541,040 3,975,000
70 歳時 6,646,200 6,423,600 6,124,680 5,749,440 5,297,880 4,770,000
71 歳時 7,250,400 7,065,960 6,805,200 6,468,120 6,054,720 5,565,000
72 歳時 7,854,600 7,708,320 7,485,720 7,186,800 6,811,560 6,360,000
73 歳時 8,458,800 8,350,680 8,166,240 7,905,480 7,568,400 7,155,000
74 歳時 9,063,000 8,993,040 8,846,760 8,624,160 8,325,240 7,950,000
75 歳時 9,667,200 9,635,400 9,527,280 9,342,840 9,082,080 8,745,000
76 歳時 10,271,400 10,277,760 10,207,800 10,061,520 9,838,920 9,540,000
77 歳時 10,875,600 10,920,120 10,888,320 10,780,200 10,595,760 10,335,000
78 歳時 11,479,800 11,562,480 11,568,840 11,498,880 11,352,600 11,130,000
79 歳時 12,084,000 12,204,840 12,249,360 12,217,560 12,109,440 11,925,000
80 歳時 12,688,200 12,847,200 12,929,880 12,936,240 12,866,280 12,720,000
81 歳時 13,292,400 13,489,560 13,610,400 13,654,920 13,623,120 13,515,000
82 歳時 13,896,600 14,131,920 14,290,920 14,373,600 14,379,960 14,310,000
83 歳時 14,500,800 14,774,280 14,971,440 15,092,280 15,136,800 15,105,000
84 歳時 15,105,000 15,416,640 15,651,960 15,810,960 15,893,640 15,900,000
85 歳時 15,709,200 16,059,000 16,332,480 16,529,640 16,650,480 16,695,000

支給率
受給開始年齢

３ ６６歳以降の繰下げ

老齢年金は、受給開始を遅らせることができます（繰下げ）。 

老齢年金は 65歳から受給開始ですが、繰下げして 66歳以降の希望する月から受給することがで

きます。繰り下げた場合、１月あたり 0.7％の割合で増額された年金が支給されます。 

繰り下げることのできる期間は、75歳まで（最高 120月×0.7%＝84％の増額）です。 

希望する方は老齢年金請求時に申し出てください。 

（１）老齢厚生年金の繰下げ

老齢厚生年金の繰下げで重要なポイントは次のとおりです。 

◆ 老齢厚生年金の繰下げは、厚生年金加入期間（第１号～第４号）の年金を、すべて同時に行う

必要があります。

  例えば、第 3号の年金（公務員期間分）を繰下げ、第 1号（民間の期間分）だけ請求すること

はできません。老齢厚生年金を 1つでも請求した場合、残りの老齢厚生年金もすべて請求する必

要があります。

  また、老齢厚生年金を請求した場合、繰下げに変更することはできません。 

◆ 繰下げによる増額は、増額率（0.7％）を乗じたものですが、在職による停止部分及び加給年

金は増額対象外です。

したがって、給料との支給調整で、もともと受給できる年金の額が少ない場合は、その少ない

額に増額率を乗じるので、増額もわずかになります。 

◆ 老齢厚生年金を繰下げている間は、加給年金額（P.37参照）も支給停止されます。支給停止さ

れた加給年金額は追給されません。 

◆ 障害年金（障害基礎年金を除く）または遺族年金の受給権がある方は、老齢厚生年金の繰下げ

請求はできません。 

（２）老齢基礎年金の繰下げ

  老齢厚生年金の繰下げ請求をするかしないかに関わらず、老齢基礎年金のみを繰下げ請求できま

す。老齢基礎年金は、老齢厚生年金と異なり、給料との支給調整はありません。全額増額対象とな

ります。 

Ｑ 年金を繰下げ請求する場合と、65歳で請求する場合と、どっちがお得なの？ 

Ａ 老齢年金は、受け取る時期を遅らせる（繰り下げる）ことによって年金額を増やせます

が、長生きできないと総受取金額が少なくなることがあります。 

  1年間繰下げ請求した場合、1年間受給しなかった年金額を取り戻すには、加給年金が

ない場合で約 12年かかります。加給年金がある場合はそれ以上の年数がかかります。 

（※詳細は、支給調整の結果等により異なります。） 

Ｑ＆Ａコーナー
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〔参考〕老齢基礎年金繰上げ受給・受取り総額（受給額）

20歳から 60歳までの 40年間保険料を納め、満額 795,000円受け取るものとして計算 

（注）表中の年金額は、支給開始年齢到達日（誕生日の前日）の属する月に繰上げ請求した減額率に 

より計算しています。（円未満四捨五入）  

実際には、請求した月に応じて、上の式で計算された減額率によって老齢基礎年金が減額されます。 

減額率＝0.4％×繰上げ請求月から 65歳になる月の前月までの月数 

60歳 61歳 62歳 63歳 64歳 65歳
76.0% 80.8% 85.6% 90.4% 95.2% 100%

60 歳時 604,200
61 歳時 1,208,400 642,360
62 歳時 1,812,600 1,284,720 680,520
63 歳時 2,416,800 1,927,080 1,361,040 718,680
64 歳時 3,021,000 2,569,440 2,041,560 1,437,360 756,840
65 歳時 3,625,200 3,211,800 2,722,080 2,156,040 1,513,680 795,000
66 歳時 4,229,400 3,854,160 3,402,600 2,874,720 2,270,520 1,590,000
67 歳時 4,833,600 4,496,520 4,083,120 3,593,400 3,027,360 2,385,000
68 歳時 5,437,800 5,138,880 4,763,640 4,312,080 3,784,200 3,180,000
69 歳時 6,042,000 5,781,240 5,444,160 5,030,760 4,541,040 3,975,000
70 歳時 6,646,200 6,423,600 6,124,680 5,749,440 5,297,880 4,770,000
71 歳時 7,250,400 7,065,960 6,805,200 6,468,120 6,054,720 5,565,000
72 歳時 7,854,600 7,708,320 7,485,720 7,186,800 6,811,560 6,360,000
73 歳時 8,458,800 8,350,680 8,166,240 7,905,480 7,568,400 7,155,000
74 歳時 9,063,000 8,993,040 8,846,760 8,624,160 8,325,240 7,950,000
75 歳時 9,667,200 9,635,400 9,527,280 9,342,840 9,082,080 8,745,000
76 歳時 10,271,400 10,277,760 10,207,800 10,061,520 9,838,920 9,540,000
77 歳時 10,875,600 10,920,120 10,888,320 10,780,200 10,595,760 10,335,000
78 歳時 11,479,800 11,562,480 11,568,840 11,498,880 11,352,600 11,130,000
79 歳時 12,084,000 12,204,840 12,249,360 12,217,560 12,109,440 11,925,000
80 歳時 12,688,200 12,847,200 12,929,880 12,936,240 12,866,280 12,720,000
81 歳時 13,292,400 13,489,560 13,610,400 13,654,920 13,623,120 13,515,000
82 歳時 13,896,600 14,131,920 14,290,920 14,373,600 14,379,960 14,310,000
83 歳時 14,500,800 14,774,280 14,971,440 15,092,280 15,136,800 15,105,000
84 歳時 15,105,000 15,416,640 15,651,960 15,810,960 15,893,640 15,900,000
85 歳時 15,709,200 16,059,000 16,332,480 16,529,640 16,650,480 16,695,000

支給率
受給開始年齢

３ ６６歳以降の繰下げ

老齢年金は、受給開始を遅らせることができます（繰下げ）。 

老齢年金は 65歳から受給開始ですが、繰下げして 66歳以降の希望する月から受給することがで

きます。繰り下げた場合、１月あたり 0.7％の割合で増額された年金が支給されます。 

繰り下げることのできる期間は、75歳まで（最高 120月×0.7%＝84％の増額）です。 

希望する方は老齢年金請求時に申し出てください。 

（１）老齢厚生年金の繰下げ

老齢厚生年金の繰下げで重要なポイントは次のとおりです。 

◆ 老齢厚生年金の繰下げは、厚生年金加入期間（第１号～第４号）の年金を、すべて同時に行う

必要があります。

  例えば、第 3号の年金（公務員期間分）を繰下げ、第 1号（民間の期間分）だけ請求すること

はできません。老齢厚生年金を 1つでも請求した場合、残りの老齢厚生年金もすべて請求する必

要があります。

  また、老齢厚生年金を請求した場合、繰下げに変更することはできません。 

◆ 繰下げによる増額は、増額率（0.7％）を乗じたものですが、在職による停止部分及び加給年

金は増額対象外です。

したがって、給料との支給調整で、もともと受給できる年金の額が少ない場合は、その少ない

額に増額率を乗じるので、増額もわずかになります。 

◆ 老齢厚生年金を繰下げている間は、加給年金額（P.37参照）も支給停止されます。支給停止さ

れた加給年金額は追給されません。 

◆ 障害年金（障害基礎年金を除く）または遺族年金の受給権がある方は、老齢厚生年金の繰下げ

請求はできません。 

（２）老齢基礎年金の繰下げ

  老齢厚生年金の繰下げ請求をするかしないかに関わらず、老齢基礎年金のみを繰下げ請求できま

す。老齢基礎年金は、老齢厚生年金と異なり、給料との支給調整はありません。全額増額対象とな

ります。 

Ｑ 年金を繰下げ請求する場合と、65歳で請求する場合と、どっちがお得なの？ 

Ａ 老齢年金は、受け取る時期を遅らせる（繰り下げる）ことによって年金額を増やせます

が、長生きできないと総受取金額が少なくなることがあります。 

  1年間繰下げ請求した場合、1年間受給しなかった年金額を取り戻すには、加給年金が

ない場合で約 12年かかります。加給年金がある場合はそれ以上の年数がかかります。 

（※詳細は、支給調整の結果等により異なります。） 

Ｑ＆Ａコーナー
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繰上げ 繰下げ 

年金の受給開始 65歳より前（60 ～ 64歳） 65歳より後（66～ 75歳） 

請求方法 
受給を希望する時期に自分か

ら連絡し、請求書を入手する 

65 歳の年金請求時に繰り下

げる旨を申し出る 

66 歳以降の受給を希望する

時期に、自分から連絡し、請

求書を入手する 

増減割合 
減 

（0.4％×前倒しした月数） 

増 

（0.7％×遅らせた月数） 

１階 

（老齢基礎年金） 
１階、２階、旧３階全てを同

時に繰り上げる必要あり 

※ 一般、私学等老齢厚生年

金も全て同時に繰り上げ

る必要あり 

単独で繰下げ可能 

２階（老齢厚生年金）  

旧３階（退職共済年金 

(経過的職域加算額)） 

単独で繰下げ可能 

※ 一般、私学等老齢厚生年

金も全て同時に繰り下げる

必要あり 

新３階 

（年金払い退職給付） 
繰上げ・繰下げとも単独で実施可能 

～繰上げと繰下げについてのまとめ～

繰上げは年金を早く受給する分減額され、 

繰下げは年金を遅く受給する分加算されます。 

４ 一般厚生年金保険の加入期間がある女性の請求時期

昭和 41 年４月１日生まれまでの女性で、臨時的任用教員、非常勤教員等や民間企業での職歴の

ある方の一般厚生年金は、65 歳より前から支給されます。 

一般厚生年金保険の加入期間が１年以上ある女性は、下表の年齢から特別支給の老齢厚生年金を

受給できます。 

該当する方には日本年金機構から請求書が送付されるので、公務員の厚生年金とは別に、先行し

て請求してください。 

〔参考〕一般老齢厚生年金の女性の支給開始年齢

生年月日 

昭 37.４.２～  

昭 39.４.１ 

昭 39.４.２～  

昭 41.４.１
昭 41.４.２～

支給開始年齢 

（特別支給） 
63 歳 64 歳 65 歳 

（例）【生年月日】昭和 38年 10月５日生まれ  

【加入期間】一般、公務員、私学厚生年金保険の期間あり 

【退職日】令和７年３月 31日 

 ※63、65 歳時の２回手続が必要 

令和 7 年 3月 

（退職） 

63歳 65 歳 

一般厚生年金 

（特別支給） 

年金払い退職給付  

各老齢厚生年金（本来支給）

老齢基礎年金 
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繰上げ 繰下げ 

年金の受給開始 65歳より前（60 ～ 64歳） 65歳より後（66～ 75歳） 

請求方法 
受給を希望する時期に自分か

ら連絡し、請求書を入手する 

65 歳の年金請求時に繰り下

げる旨を申し出る 

66 歳以降の受給を希望する

時期に、自分から連絡し、請

求書を入手する 

増減割合 
減 

（0.4％×前倒しした月数） 

増 

（0.7％×遅らせた月数） 

１階 

（老齢基礎年金） 
１階、２階、旧３階全てを同

時に繰り上げる必要あり 

※ 一般、私学等老齢厚生年

金も全て同時に繰り上げ

る必要あり 

単独で繰下げ可能 

２階（老齢厚生年金）  

旧３階（退職共済年金 

(経過的職域加算額)） 

単独で繰下げ可能 

※ 一般、私学等老齢厚生年

金も全て同時に繰り下げる

必要あり 

新３階 

（年金払い退職給付） 
繰上げ・繰下げとも単独で実施可能 

～繰上げと繰下げについてのまとめ～

繰上げは年金を早く受給する分減額され、 

繰下げは年金を遅く受給する分加算されます。 

４ 一般厚生年金保険の加入期間がある女性の請求時期

昭和 41 年４月１日生まれまでの女性で、臨時的任用教員、非常勤教員等や民間企業での職歴の

ある方の一般厚生年金は、65 歳より前から支給されます。 

一般厚生年金保険の加入期間が１年以上ある女性は、下表の年齢から特別支給の老齢厚生年金を

受給できます。 

該当する方には日本年金機構から請求書が送付されるので、公務員の厚生年金とは別に、先行し

て請求してください。 

〔参考〕一般老齢厚生年金の女性の支給開始年齢

生年月日 

昭 37.４.２～  

昭 39.４.１ 

昭 39.４.２～  

昭 41.４.１
昭 41.４.２～

支給開始年齢 

（特別支給） 
63 歳 64 歳 65 歳 

（例）【生年月日】昭和 38年 10月５日生まれ  

【加入期間】一般、公務員、私学厚生年金保険の期間あり 

【退職日】令和７年３月 31日 

 ※63、65 歳時の２回手続が必要 

令和 7 年 3月 

（退職） 

63歳 65 歳 

一般厚生年金 

（特別支給） 

年金払い退職給付  

各老齢厚生年金（本来支給）

老齢基礎年金 
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５ 在職中の収入月額による厚生年金の支給調整

老齢厚生年金の支給開始年齢到達後に、再就職等により厚生年金保険に加入している（加入する）

場合は、再就職先の賃金等に応じて年金の全額又は一部が支給停止されます。 

ただし、厚生年金保険に加入しない働き方（勤務時間の少ない時間講師、パート、個人事業等）、

不動産や株式等による収入は、支給停止の対象にはなりません。 

決定される  

年金の種類 

厚生年金の種類と年金の支給停止調整額 

公務員共済の一般組合員 一般・私学厚生年金保険加入者 

老齢  

厚生年金 

再就職先の標準報酬月額と過去１年間のボーナス額の1/12 と老齢厚生年

金の月額の合計が 48万円を超えた場合、超えた額の 1/2 の額が年金から

支給停止 

退職共済年金 
（経過的職域加算額） 

給支額全止停給支額全

年金払い  

退職給付 
給支額全始開給支に後職退

※ 48 万円（支給停止調整額）は、令和５年度の額であり、賃金や物価の変動により改定することがあります。 

※ 老齢基礎年金には支給調整はありません。在職中でも全額支給されます。 

支給停止の計算方法

D 

－         ×１/２ ＝ 支給停止額 

ア 収入月額≦48万円（支給停止調整額）⇒ 支給停止なし 

イ 収入月額＞48万円（支給停止調整額）⇒ 支給停止調整額を超えた額 1/2の額が年金から 

支給停止 

A        B         C           D 

+         +         ＝ 標準報酬月額 
過去 1 年の 

ボーナスの 1/12 
老齢厚生年金 

（2 階部分）の月額 
収入月額 

（A,B,C の合算） 

収入月額 
（A,B,C の合算） 

支給停止調整額 

４８万円 

老齢厚生年金 
（2 階部分）の月額 

老齢厚生年金の 

実際の支給額 
－  支給停止額 ＝
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５ 在職中の収入月額による厚生年金の支給調整

老齢厚生年金の支給開始年齢到達後に、再就職等により厚生年金保険に加入している（加入する）

場合は、再就職先の賃金等に応じて年金の全額又は一部が支給停止されます。 

ただし、厚生年金保険に加入しない働き方（勤務時間の少ない時間講師、パート、個人事業等）、

不動産や株式等による収入は、支給停止の対象にはなりません。 

決定される  

年金の種類 

厚生年金の種類と年金の支給停止調整額 

公務員共済の一般組合員 一般・私学厚生年金保険加入者 

老齢  

厚生年金 

再就職先の標準報酬月額と過去１年間のボーナス額の1/12 と老齢厚生年

金の月額の合計が 48万円を超えた場合、超えた額の 1/2 の額が年金から

支給停止 

退職共済年金 
（経過的職域加算額） 

給支額全止停給支額全

年金払い  

退職給付 
給支額全始開給支に後職退

※ 48 万円（支給停止調整額）は、令和５年度の額であり、賃金や物価の変動により改定することがあります。 

※ 老齢基礎年金には支給調整はありません。在職中でも全額支給されます。 

支給停止の計算方法

D 

－         ×１/２ ＝ 支給停止額 

ア 収入月額≦48万円（支給停止調整額）⇒ 支給停止なし 

イ 収入月額＞48万円（支給停止調整額）⇒ 支給停止調整額を超えた額 1/2の額が年金から 

支給停止 

A        B         C           D 

+         +         ＝ 標準報酬月額 
過去 1 年の 

ボーナスの 1/12 
老齢厚生年金 

（2 階部分）の月額 
収入月額 

（A,B,C の合算） 

収入月額 
（A,B,C の合算） 

支給停止調整額 

４８万円 

老齢厚生年金 
（2 階部分）の月額 

老齢厚生年金の 

実際の支給額 
－  支給停止額 ＝

年金の支給停止はいくら？

【例】昭和 38 年８月 16日生まれ 

■受給権発生時(令和 10 年８月 15日）の勤務状況 

再任用フルタイム勤務職員（公務員共済加入）として勤務中 

標準報酬月額は 36 万円… Ａ、ボーナスは年 72万円… Ｂ

■年金額（年額）  

老齢基礎年金は 78 万円 

老齢厚生年金は 144 万円（月額 12 万円）… Ｃ

退職共済年金（経過的職域加算額）は 24 万円 

支給停止の計算方法

Ａ（36万円）＋ Ｂ（72÷12＝６万円）＋ Ｃ（144÷12＝12万円）＝ Ｄ（54 万円）  

Ｄ（収入月額 54万円）＞ 48 万円 

Ｄ（54万円）－ 支給停止調整額（48万円）＝ 6 万円× 1/2＝ 支給停止額（3万円）  

老齢厚生年金支給額＝ Ｃ（144÷12＝12 万円）－ 支給停止額（3 万円）＝ 9万円

■令和 10 年 9 月分（65歳時点）の年金の総支給額 

老齢基礎年金…78 万円÷12＝6 万 5千円※１  

老齢厚生年金…9 万円 

退職共済年金（経過的職域加算額）…０円※２  合計 15 万 5 千円 

※1 老齢基礎年金には支給調整はありません。 

※2公務員共済に加入しているため、退職共済年金（経過的職域加算額）は全額支給停止になり 

ます。 

老齢厚生年金 12 万円のうち、3 万円が支給停止となり、月額 9 万円が支給 
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【４】 その他の年金制度 －年金担当―

１ 障害厚生年金

障害厚生年金は、組合員期間中に初診日のある病気やけがによって、日常生活や仕事などが制限

されるような一定の障害状態（障害等級１～３級）となった場合に、65歳に達する前であっても受

け取ることができる年金です。 

（１）障害厚生年金

次の支給要件①または②に該当する場合に請求できます。 

【支給要件①】

次の（ア）～（ウ）を満たす場合 

（ア）病気にかかり、又は負傷した者で、その傷病について初めて医師の診療を受けた日（初診

日）に組合員であった者。 

（イ）次の①又は②の保険料納付要件を満たしていること。

①初診日の前日において、初診日のある月の前々月までの公的年金の加入期間の 3分の 2以

上の期間について、保険料が納付または免除されていること。 

     ②初診日において 65 歳未満であり、初診日のある月の前々月までの 1 年間に保険料の未納

がないこと。

  （ウ）初診日から 1年 6月を経過した日又は、その症状が固定し治療の効果が期待できない状態

に至った日（障害認定日）に一定の障がいの状態にあること。 

   （注）障害厚生年金は障害認定日において、その傷病が地方公務員等共済組合法施行令別表第 1に定める障害等級

1,2級又は 3級に該当する障がいの状態に認定された場合、その障がいの程度に応じて支給されます。（障害

等級は身体障害者手帳の等級とは関連がありません。） 

下記①～⑬の傷病は、それぞれ定められた日が障害認定日となります。 
（ただし、その日が初診日から 1年 6月経過後の場合は、初診日から 1年 6月を経過した日が 

障害認定日となります。）

① 上下肢いずれかを離断又は切断・・・・・その日 
② 人工骨頭又は人工関節を挿入置換・・・・その日 
③ 脳血管疾患による機能障害 ・・・・・・・初診日から 6か月を経過した日以後（注 1）

④ 心臓ペースメーカー、ICD又は人工弁を装着・・・その日 
⑤ 心臓移植、人工心臓、補助人工心臓・・・移植又は装着日 
⑥ CRT、CRT-D・・・・・・・・・・・・・・装着日 
⑦ 人工血管（ｽﾃﾝﾄｸﾞﾗﾌﾄ含む）・・・・・・・挿入置換日（注 2）

⑧ 人工透析を施行・・・・・・・・・・・・透析開始から 3か月を経過した日 

⑨ 人工肛門を造設、尿路変更術を施行・・・施行開始から 6か月を経過した日 

⑩ 新膀胱を造設・・・・・・・・・・・・・その日 

⑪ 喉頭を全摘出している・・・・・・・・・その日 
⑫ 在宅酸素療法を行っている・・・・・・・その日 
⑬ 遷延性植物状態であるもの・・・・・・・状態になった日から３か月を経過した日以後

（注 1）医学的観点から、それ以上の機能回復がほとんど望めないと認められる場合等

（注 2）胸部大動脈解離や胸部大動脈瘤によるもの

【支給要件②】

障害認定日以後に 1～3級に該当する障がいの状態となったとき【 事後重症制度 】

  傷病によっては、徐々に病状が進行していくものがあるため、その傷病の初診日が組合員期間で

あり、障害認定日に障害等級が 1～3級に該当しなくても、その後、65歳に達するまでに障害等級

1～3級に該当する障がいの状態になったときは、障害厚生年金が支給されます。 

Ｓ61.4.1 初診日 障害認定日 退職 

Ｓ61.4.1 初診日 退職 障害認定日 

 初診日 退職 障害認定日

 Ｓ61.4.1 初診日 障害認定日  退職 

（ 在職中認定例 ） 

（ 退職後認定例 ） 

障害厚生年金 

障害等級に

該当しない 

1年 6月 障害等級に該当 

（ 事後重症認定例 ）

障害等級に

該当しない

1年 6月 
障害等級に該当

障害厚生年金 

65歳

65歳

事後重症での障害認定は、 

65歳に達する日の前日まで

事後重症での障害認定は、 

65歳に達する日の前日まで

障害等級に該当 
1年 6月

障害厚生年金 

障害厚生年金 

障害等級に該当1年 6月

Ｓ61.4.1
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【４】 その他の年金制度 －年金担当―

１ 障害厚生年金

障害厚生年金は、組合員期間中に初診日のある病気やけがによって、日常生活や仕事などが制限

されるような一定の障害状態（障害等級１～３級）となった場合に、65歳に達する前であっても受

け取ることができる年金です。 

（１）障害厚生年金

次の支給要件①または②に該当する場合に請求できます。 

【支給要件①】

次の（ア）～（ウ）を満たす場合 

（ア）病気にかかり、又は負傷した者で、その傷病について初めて医師の診療を受けた日（初診

日）に組合員であった者。 

（イ）次の①又は②の保険料納付要件を満たしていること。

①初診日の前日において、初診日のある月の前々月までの公的年金の加入期間の 3分の 2以

上の期間について、保険料が納付または免除されていること。 

     ②初診日において 65 歳未満であり、初診日のある月の前々月までの 1 年間に保険料の未納

がないこと。

  （ウ）初診日から 1年 6月を経過した日又は、その症状が固定し治療の効果が期待できない状態

に至った日（障害認定日）に一定の障がいの状態にあること。 

   （注）障害厚生年金は障害認定日において、その傷病が地方公務員等共済組合法施行令別表第 1に定める障害等級

1,2級又は 3級に該当する障がいの状態に認定された場合、その障がいの程度に応じて支給されます。（障害

等級は身体障害者手帳の等級とは関連がありません。） 

下記①～⑬の傷病は、それぞれ定められた日が障害認定日となります。 
（ただし、その日が初診日から 1年 6月経過後の場合は、初診日から 1年 6月を経過した日が 

障害認定日となります。）

① 上下肢いずれかを離断又は切断・・・・・その日 
② 人工骨頭又は人工関節を挿入置換・・・・その日 
③ 脳血管疾患による機能障害 ・・・・・・・初診日から 6か月を経過した日以後（注 1）

④ 心臓ペースメーカー、ICD又は人工弁を装着・・・その日 
⑤ 心臓移植、人工心臓、補助人工心臓・・・移植又は装着日 
⑥ CRT、CRT-D・・・・・・・・・・・・・・装着日 
⑦ 人工血管（ｽﾃﾝﾄｸﾞﾗﾌﾄ含む）・・・・・・・挿入置換日（注 2）

⑧ 人工透析を施行・・・・・・・・・・・・透析開始から 3か月を経過した日 

⑨ 人工肛門を造設、尿路変更術を施行・・・施行開始から 6か月を経過した日 

⑩ 新膀胱を造設・・・・・・・・・・・・・その日 

⑪ 喉頭を全摘出している・・・・・・・・・その日 
⑫ 在宅酸素療法を行っている・・・・・・・その日 
⑬ 遷延性植物状態であるもの・・・・・・・状態になった日から３か月を経過した日以後

（注 1）医学的観点から、それ以上の機能回復がほとんど望めないと認められる場合等

（注 2）胸部大動脈解離や胸部大動脈瘤によるもの

【支給要件②】

障害認定日以後に 1～3級に該当する障がいの状態となったとき【 事後重症制度 】

  傷病によっては、徐々に病状が進行していくものがあるため、その傷病の初診日が組合員期間で

あり、障害認定日に障害等級が 1～3級に該当しなくても、その後、65歳に達するまでに障害等級

1～3級に該当する障がいの状態になったときは、障害厚生年金が支給されます。 

Ｓ61.4.1 初診日 障害認定日 退職 

Ｓ61.4.1 初診日 退職 障害認定日 

 初診日 退職 障害認定日

 Ｓ61.4.1 初診日 障害認定日  退職 

（ 在職中認定例 ） 

（ 退職後認定例 ） 

障害厚生年金 

障害等級に

該当しない 

1年 6月 障害等級に該当 

（ 事後重症認定例 ）

障害等級に

該当しない

1年 6月 
障害等級に該当

障害厚生年金 

65歳

65歳

事後重症での障害認定は、 

65歳に達する日の前日まで

事後重症での障害認定は、 

65歳に達する日の前日まで

障害等級に該当 
1年 6月

障害厚生年金 

障害厚生年金 

障害等級に該当1年 6月

Ｓ61.4.1
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（２）障害手当金

ア 支給要件

在職中に初診日のある傷病が、初診日から 5 年以内に治り、3 級の障害よりやや程度の

軽い障がいが残ったときに支給される一時金です。障害手当金を受ける場合も保険料納付

要件を満たしている必要があります。 

在職中でも受給可能です。障害手当金を受給したのち、同一傷病による障害厚生年金が

発生する場合は、障害手当金を返還していただきます。 

イ 他の給付との調整

次の支給を受けられる場合、障害手当金は支給されません。 

   ・ 国民年金法、厚生年金法または共済組合法による年金給付の受給権者 

   ・ 通勤災害の障害補償又はこれに相当する補償を受ける権利を有する者 

   ・ 船員保険法による障害を事由とする給付を受けられる者 

ウ 障害手当金の額

障害手当金の額は、3級障害厚生年金（加給年金額を除く。）の額の 2年分に相当する額が

支給されます。ただし、障害基礎年金の 4分の 3に満たない場合は、その額が保障されま

す。 

（ 参 考 ）

障害基礎年金

  障害等級が 1級、2級の場合、日本年金機構から支給されます。 

基礎年金種別 金  額 （令和5年4月単価）

障害基礎年金

（定額） 

1級 993,750円

2級 795,000円

子の加算額
2人まで 1人につき 228,700円

3人から 1人につき 76,200円

２ 遺族厚生年金

遺族厚生年金とは、厚生年金保険の被保険者、被保険者であった者又は厚生年金の受給権者が亡

くなったときに遺族に支給される年金です。  

一般的な遺族厚生年金の年額は、亡くなった方が受け取る(受け取っていた)老齢厚生年金(退職

共済年金を含む。)の年額のおおむね４分の３になります。遺族厚生年金を受給するためには亡く

なった方と遺族のそれぞれが以下の要件を満たす必要があります。  

なお、退職後に亡くなった場合（年金待機者の死亡）は、遺族が直接公立学校共済組合本部

（TEL03-5259-1122）へお問合せください。 

（１）支給要件

（ア）組合員が死亡したとき 

（イ）組合員期間中に初診があった傷病により、その初診から５年以内に死亡したとき 

（ウ）1～2級の障害厚生年金（共済年金）の受給権者が死亡したとき 

（エ）老齢厚生年金（退職共済年金）若しくは旧共済法に基づく退職年金（減額退職年金及び通

算退職年金を含む。）の受給権者、又は組合員期間等が 25 年以上である者が死亡したとき 

㊟（ア）と（イ）は国民年金の保険料納付要件が問われます。 

※平成 19 年 4月１日から、遺族基礎年金の受給権がない 30 歳未満の妻に対して支給される遺

族厚生年金は、5年間で支給終了することになりました。 

（平成 19 年 4月 1日前に遺族共済年金の受給権が発生した者は対象になりません。） 

（２）遺族の範囲

組合員又は組合員であった者の死亡の当時、その者により生計を維持されていた者（同居か

つ世帯が同一）で、給与収入が年額 850 万円未満（5 年以内に定年退職し 850 万円未満となる

者を含む）又は所得が 655 万 5 千円未満の次の者。 

（ア）配偶者及び子（18歳に達した年度末までの間であって配偶者のない者、又は１～２級の

障がいの状態にある 20 歳未満の者）＊55 歳未満の夫は対象外です。 

（イ）55 歳以上の父母 

（ウ）孫（18歳に達した年度末までの間であって配偶者のない者、又は１～２級の障がいの状

態にある 20 歳未満の者） 

（エ）55 歳以上の祖父母 
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（２）障害手当金

ア 支給要件

在職中に初診日のある傷病が、初診日から 5 年以内に治り、3 級の障害よりやや程度の

軽い障がいが残ったときに支給される一時金です。障害手当金を受ける場合も保険料納付

要件を満たしている必要があります。 

在職中でも受給可能です。障害手当金を受給したのち、同一傷病による障害厚生年金が

発生する場合は、障害手当金を返還していただきます。 

イ 他の給付との調整

次の支給を受けられる場合、障害手当金は支給されません。 

   ・ 国民年金法、厚生年金法または共済組合法による年金給付の受給権者 

   ・ 通勤災害の障害補償又はこれに相当する補償を受ける権利を有する者 

   ・ 船員保険法による障害を事由とする給付を受けられる者 

ウ 障害手当金の額

障害手当金の額は、3級障害厚生年金（加給年金額を除く。）の額の 2年分に相当する額が

支給されます。ただし、障害基礎年金の 4分の 3に満たない場合は、その額が保障されま

す。 

（ 参 考 ）

障害基礎年金

  障害等級が 1級、2級の場合、日本年金機構から支給されます。 

基礎年金種別 金  額 （令和5年4月単価）

障害基礎年金

（定額） 

1級 993,750円

2級 795,000円

子の加算額
2人まで 1人につき 228,700円

3人から 1人につき 76,200円

２ 遺族厚生年金

遺族厚生年金とは、厚生年金保険の被保険者、被保険者であった者又は厚生年金の受給権者が亡

くなったときに遺族に支給される年金です。  

一般的な遺族厚生年金の年額は、亡くなった方が受け取る(受け取っていた)老齢厚生年金(退職

共済年金を含む。)の年額のおおむね４分の３になります。遺族厚生年金を受給するためには亡く

なった方と遺族のそれぞれが以下の要件を満たす必要があります。  

なお、退職後に亡くなった場合（年金待機者の死亡）は、遺族が直接公立学校共済組合本部

（TEL03-5259-1122）へお問合せください。 

（１）支給要件

（ア）組合員が死亡したとき 

（イ）組合員期間中に初診があった傷病により、その初診から５年以内に死亡したとき 

（ウ）1～2級の障害厚生年金（共済年金）の受給権者が死亡したとき 

（エ）老齢厚生年金（退職共済年金）若しくは旧共済法に基づく退職年金（減額退職年金及び通

算退職年金を含む。）の受給権者、又は組合員期間等が 25 年以上である者が死亡したとき 

㊟（ア）と（イ）は国民年金の保険料納付要件が問われます。 

※平成 19 年 4月１日から、遺族基礎年金の受給権がない 30 歳未満の妻に対して支給される遺

族厚生年金は、5年間で支給終了することになりました。 

（平成 19 年 4月 1日前に遺族共済年金の受給権が発生した者は対象になりません。） 

（２）遺族の範囲

組合員又は組合員であった者の死亡の当時、その者により生計を維持されていた者（同居か

つ世帯が同一）で、給与収入が年額 850 万円未満（5 年以内に定年退職し 850 万円未満となる

者を含む）又は所得が 655 万 5 千円未満の次の者。 

（ア）配偶者及び子（18歳に達した年度末までの間であって配偶者のない者、又は１～２級の

障がいの状態にある 20 歳未満の者）＊55 歳未満の夫は対象外です。 

（イ）55 歳以上の父母 

（ウ）孫（18歳に達した年度末までの間であって配偶者のない者、又は１～２級の障がいの状

態にある 20 歳未満の者） 

（エ）55 歳以上の祖父母 
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（３）遺族の支給順序等

（ア）遺族が 2人以上いる場合は前記２（ア)から（エ）の最上位者が受給権者になります。 

上位の者が失権しても下位の者には支給されません。 

（イ）同順位者が 2人以上いる場合、遺族厚生年金の額はその同順位者の人数で等分され、そ

れぞれの名義の口座に送金します。 

（ウ）子に対する遺族厚生年金は、同順位者である妻が権利を有するときは、妻に支給されま

す。 

（エ）遺族厚生年金の受給権者が夫、父母、祖父母で 60 歳未満であるときは、60 歳に達する

まで支給が停止されます。ただし、夫は遺族基礎年金を受給している場合に限り、遺族

厚生年金もあわせて支給されます。（平成 26年 4月改正） 

（ 参 考 ）

遺族基礎年金

遺族基礎年金は、組合員の死亡当時、その者によって生計を維持されていた（年収が 850万

円未満の）次の者がいる場合に日本年金機構から支給されます。 

（ア）死亡した者の配偶者であって、（イ）に該当する子と生計を同一にしている者 

  （イ）死亡した者の 18 歳に達する年度末までの子または 1 級・2 級の障がいの状態にある 20 歳

未満の子 

・子に対する遺族基礎年金は、配偶者がいる場合には支給は停止されます。 

ただし、子に対する支給が停止されている間、その年金は配偶者に支給されます。 

基礎年金種別 金  額 （令和 5年 4月単価）

遺族基礎年金（定額） 795,000円

子の加算額
2人まで 1人につき 228,700円

3人から 1人につき 76,200円

３ 離婚時の年金分割制度

離婚時の年金分割とは、離婚する当事者の婚姻期間中における厚生年金の保険料納付記録（標準

報酬額）を分割し、それぞれの年金の基礎となる標準報酬に算入する制度です。  

年金自体を分割するものではありません。

老齢厚生年金は夫婦それぞれの保険料 

納付記録を基に算定されますが、働き方 

により夫婦間で年金額に大きな差が出る 

ことがあります。 

このため、婚姻期間中の保険料納付記

録を夫婦が共同で負担した保険料と考え、 

両者の保険料納付記録を合算して任意の 

割合で按分することで、将来それぞれが 

受け取る厚生年金の額に反映させるのが 

年金分割制度です。 

● 分割方法

分割方法は、次の２種類です。 

１ 当事者間の合意による「合意分割」 

２ 国民年金の第３号被保険者(会社員や公務員などに扶養される 20 歳以上 60 歳未満の配偶者) 

であった方からの請求による「３号分割」 

● 分割の手続

離婚時の年金分割は、当事者（双方、またはその一方）からの請求に基づき、実施機関（公立学

校共済組合本部）が行います。請求手続は公立学校共済組合やお近くの年金事務所等でも受付して

います。 

年金分割の請求手続 

請求は「標準報酬改定請求書」に、按分割合を明らかにできる書類を添付して行います。 

情報通知書の請求手続

分割の話し合いに必要な情報は、事前に「情報通知書」として受け取ることができます。 

夫 離婚前 離婚後

納付記録

DOWN ↓

納付記録

妻 離婚前 離婚後

UP↑

納付記録納付記録

※ 注意事項 

<請求期限>  

年金分割の請求期限は、離婚日の翌日から起算して２年以内です。 

<事実婚の場合>  

事実上の婚姻関係にある方も対象となりますが、分割の対象とすることができる期間は、

当事者の一方が国民年金の第３号被保険者として認定されていた期間に限られます。 
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（３）遺族の支給順序等

（ア）遺族が 2人以上いる場合は前記２（ア)から（エ）の最上位者が受給権者になります。 

上位の者が失権しても下位の者には支給されません。 

（イ）同順位者が 2人以上いる場合、遺族厚生年金の額はその同順位者の人数で等分され、そ

れぞれの名義の口座に送金します。 

（ウ）子に対する遺族厚生年金は、同順位者である妻が権利を有するときは、妻に支給されま

す。 

（エ）遺族厚生年金の受給権者が夫、父母、祖父母で 60 歳未満であるときは、60 歳に達する

まで支給が停止されます。ただし、夫は遺族基礎年金を受給している場合に限り、遺族

厚生年金もあわせて支給されます。（平成 26年 4月改正） 

（ 参 考 ）

遺族基礎年金

遺族基礎年金は、組合員の死亡当時、その者によって生計を維持されていた（年収が 850万

円未満の）次の者がいる場合に日本年金機構から支給されます。 

（ア）死亡した者の配偶者であって、（イ）に該当する子と生計を同一にしている者 

  （イ）死亡した者の 18 歳に達する年度末までの子または 1 級・2 級の障がいの状態にある 20 歳

未満の子 

・子に対する遺族基礎年金は、配偶者がいる場合には支給は停止されます。 

ただし、子に対する支給が停止されている間、その年金は配偶者に支給されます。 

基礎年金種別 金  額 （令和 5年 4月単価）

遺族基礎年金（定額） 795,000円

子の加算額
2人まで 1人につき 228,700円

3人から 1人につき 76,200円

３ 離婚時の年金分割制度

離婚時の年金分割とは、離婚する当事者の婚姻期間中における厚生年金の保険料納付記録（標準

報酬額）を分割し、それぞれの年金の基礎となる標準報酬に算入する制度です。  

年金自体を分割するものではありません。

老齢厚生年金は夫婦それぞれの保険料 

納付記録を基に算定されますが、働き方 

により夫婦間で年金額に大きな差が出る 

ことがあります。 

このため、婚姻期間中の保険料納付記

録を夫婦が共同で負担した保険料と考え、 

両者の保険料納付記録を合算して任意の 

割合で按分することで、将来それぞれが 

受け取る厚生年金の額に反映させるのが 

年金分割制度です。 

● 分割方法

分割方法は、次の２種類です。 

１ 当事者間の合意による「合意分割」 

２ 国民年金の第３号被保険者(会社員や公務員などに扶養される 20 歳以上 60 歳未満の配偶者) 

であった方からの請求による「３号分割」 

● 分割の手続

離婚時の年金分割は、当事者（双方、またはその一方）からの請求に基づき、実施機関（公立学

校共済組合本部）が行います。請求手続は公立学校共済組合やお近くの年金事務所等でも受付して

います。 

年金分割の請求手続 

請求は「標準報酬改定請求書」に、按分割合を明らかにできる書類を添付して行います。 

情報通知書の請求手続

分割の話し合いに必要な情報は、事前に「情報通知書」として受け取ることができます。 

夫 離婚前 離婚後

納付記録

DOWN ↓

納付記録

妻 離婚前 離婚後

UP↑

納付記録納付記録

※ 注意事項 

<請求期限>  

年金分割の請求期限は、離婚日の翌日から起算して２年以内です。 

<事実婚の場合>  

事実上の婚姻関係にある方も対象となりますが、分割の対象とすることができる期間は、

当事者の一方が国民年金の第３号被保険者として認定されていた期間に限られます。 
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